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研究成果の概要（和文）：道民経済計算には、金融取引、貸借対照表、等が未整備であり、「欠けているデータ」とり
わけ金融取引を求め、北海道経済への様々な政策の効果を見る、資金市場を含む「標準理論」を提示することが本研究
の目的の一つであった。そのためには、①統計的フレーム、②理論フレーム、③シミュレーション・フレームの3つに
ついて、互いに整合で、首尾一貫した「枠組み」 （フレーム）が不可欠である。そこで、本研究では、「首尾一貫し
たデータ・セットCDS」を 構築するための、資金市場を含む、汎用的な「①統計的フレーム」を提示した。
また、域内、域外交易を地域内、地域間産業連関表を用いて広汎に分析した。

研究成果の概要（英文）：In the System of National Accounts of Hokkaido, financial deals and balance 
sheets were undeveloped （"missing data"）. It was the objective of one of these studies to show "the 
standard theory" including the fund market, and investigate the effect of various policies on the 
Hokkaido economy. To that end, the consistent "frame"(the statistical frame, theory frame, simulation 
frame) are indispensable for adjusting each other. Therefore, in this study, we showed a general-purpose 
statistical frame for building the fund market included in the consistent data set CDS.
In addition, we broadly analyzed the inland and offshore trade through a regional-interregional 
input-output table.

研究分野： 地域経済学

キーワード： 地域資金循環勘定表　地域産業連関分析　首尾一貫したデータ・セットCDS
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１．研究開始当初の背景 
北海道では、「財政トランスファー」の果た
す役割は、いまでも大きい。資金の流れで表
現すると、公的な資金（公的な貸借と移転に
よる購買力（おかね））の流れによって資金
不足はまかなわれている。 
ところで、道民経済計算は、1)SNA-IO 表（改
定 SNA ベースの産業連関表）、2)制度部門別
資本調達勘定表・金融取引、3)国民（道民）
貸借対照表、等が未整備であり、公表されて
いる「制度部門別資本調達勘定表・実物取引」
にも若干の未整備データがある。(「欠けて
いるデータ」) 
したがって、公的な資金の流れを、道民経済
計算から見ようとしても、2)制度部門別資本
調達勘定表・金融取引がないためできない。
政策の効果を見ようとしても、家計や企業制
度部門の資金過不足にどういった影響を与
えているか、見ることができない。 
なお、研究代表者、連携研究者、研究協力者
は先行研究を終えていた。 
２．研究の目的 
そこで、（連携研究者）玉山和夫氏より、「専
門的知識の提供」を受け、ご自身が作成した
「北海道資金循環勘定表」を再現し、「欠け
ているデータ」とりわけ 2)制度部門別資本調
達勘定表・金融取引を求め、（研究協力者）
佐藤泰久氏のご協力を得て、資金市場を含む
「標準理論」を提示することが本研究の目的
の一つであった。シナリオは今でも変わって
いない。 
・家計の最適化行動 
KS（所与の資本ストック）、LS（所与の労働
力）→LS（労働供給）、C（総消費需要）（S（貯
蓄）を「将来消費」として消費の一部と考え
る。）→I（i）（投資）、G（政府支出）→F（最
終需要） 
・企業の最適化行動 
VD（原材料需要）、KD（資本ストック需要）、
LD（労働需要）→X（生産）（VS（原材料供給）・
Added Value（粗付加価値）） 
・生産物市場、要素市場（資本、労働）、資
金市場（IS バランス/資金過不足）のクリア
ー 
均衡価格体系（ｐ（価格）・ｒ（レンタル料）・
ｗ（賃金）・i（利子率））資金市場（IS バラ
ンス/資金過不足）を含む「地域 CGE(CGE: 
Computable General Equilibrium ）、 AGE 
（AGE: Applied General Equilibrium)モデ
ル」の「②理論フレーム」の提示。提示済み。 
（（研究協力者）佐藤泰久「数量経済分析の
方 法 」 札 幌 学 院 商 経 論 集
22(4)2006pp.137-180 参照。） 
→「資金循環」を「地域 CGE(AGE)モデル」に
組み込み可能な「①統計的フレーム」の提示。
本研究で提出。 
→かなり、難しい作業となると考えられが、 
資金余剰部門は運用商品バスケット/資金不

足部門は調達商品バスケット、これをクリア
ーする、金融商品価格が決まる。 
もう一つの目的は以下の様な内容であった。 
・マクロモデル 
・地域産業連関表→地域産業連関分析 
・地域資金循環勘定表→地域金融連関表 
→地域資金循分析 

地域金融連関分析や、マクロモデルは中止せ
ざるおえなかったが、青森公立大学・青森地
域社会研究所共同研究グループ｢青森市産業
連関表の作成とその応用｣『れじおん青森』
2012.4 や青森市産業連関表共同研究グルー
プ「青森市産業連関表（2005 年度版）報告書」
2012 年 11 月 20 日に接することができた。そ
こで、サーベイ法とノンサーベイ法という研
究の方法について知ることができ、とりわけ
地域間交易係数の推計-サーベイ法とノンサ
ーベイ法-というテーマを研究の目的の一つ
に加えることとした。 
３．研究の方法 
応用一般均衡分析（AGE, CGE）では、「首尾
一貫したデータ・セット(CDS)」の構築が 
最重要な課題である。したがって、「①統計
的フレーム」が提供するデータが、一般均衡
分析の「②理論フレーム」に耐え得る「首尾
一貫したデータ・セット(CDS)」となること
を保障する。 
資金循環勘定表については、「垂直的アプロ
ーチ」「水平的アプローチ」、そして、各金融
資産の額面価格残高の前期末（スタート）と
当期末（ファイナル）の差額でマネー・フロ
ーを求める。 
地域産業連関分析については、標準的な産業
連関分析を行う。 
４．研究成果 
応用一般均衡分析 AGE、（あるいは計算可能な
一般均衡分析 CGE）を行うためには、①統計
データ・セット（「①統計的フレーム」）、②
理論モデル（「②理論フレーム」）、③数値計
算・プログラム（「③シミュレーション・フ
レーム」）の 3 つについて、互いに整合で、
首尾一貫した「枠組み」（フレーム）が不可
欠である。そこで、「道民経済計算」から、
資金市場を含む「首尾一貫したデータ・セッ
ト CDS」 構築するための、汎用的な「①統計
的フレーム」を提示した。 
SNAHokEditor ファイル 796 KB 
CGEdata ファイル 92.3 KB 
純受取 hk ファイル 352 KB  
北海道 SNAio ファイル 71.3 KB 
SNAHokEditor ファイルは、受取支払シート・
純受取シート・CGEdt シートからなる。 
・受取支払シートは、「経済主体別受取・支
払勘定表」のエディターであり、1996～2009
年の年度を入力すると、各年度の経済主本別
受取・支払勘定表が自動的に作表される。 



・純受取シートは、「経済主体別（純）受取・
支払勘定表」つまり、ネットの「経済主体別
受取・支払勘定表」であり、受取支払シート
に 1996～2009 年の年度を入力すると、各年
度の経済主体別（純）受取・支払勘定表が自
動的に作表される。 
・CGEdt シートは、首尾一貫したデータ・セ
ット CDS の編集シートである。受取支払シー
トに 1996～2009 年の年度を入力すると、各
年度の首尾一貫したデータ・セット CDS が自
動的に作表される。 
CGEdata ファイルが、各経済主体の「列和＝
ゼロ」、各取引項目について「行和＝ゼロ」
が全項目について成り立っている、「首尾一
貫したデータ・セット CDS」である。（1996
～2009 ） 
純受取 hk ファイルは 1996～2009 年の「経済
主体別（純）受取・支払勘定表」、SNA-IO 表
ファイルは、2005 年の欠けているデータ」1) 
SNA-IO 表である。 
なお、SNAHokEditor ファイルの CGE 記号シー
ト及び受取支払シートを参考のために以下
に記載する。 
北海道資金循環勘定表については、玉山和夫
札幌学院大学教授（連携研究者）より、「専
門的知識の提供」を受け、ご自身が作成した
「北海道資金循環勘定表」（玉山和夫『郵便
貯金委託研究報告書 北海道の財政状況と
資金循環について』北海道郵政局貯金部 2001．
03）を再現する「パス」の検索を終えた。（1044
の「パス」検索フォルダー、17.46GB）参照
先にデータを入れると表ができあがる。「パ
ス」検索フォルダーにある「パス」検索ファ
イル（プログラム）の検索結果シート及び参
照先を参考のために記載する。（後掲） 
地域間交易係数の推計-サーベイ法とノンサ
ーベイ法-にかかわり、本科研を使用し、2012
年 8月 9日、青森公立大学に於いて、そして、
2013 年 3月 22 日、札幌大学に於いて、「青森
市産業連関表（2005 年度版）報告書」のうち、
付録 2「青森市内企業の域外取引アンケート
調査結果（今義典）」について、今義典青森
公立大学名誉教授（現公益財団法人２１あお
もり産業総合支援センター理事長）から専門
的知識の提供を受けた。 
地域内・地域間産業連関分析の研究成果につ
いては、５．主な発表論文等を参照して欲し
い。とりわけ、武者加苗の発表論文や、
"Economic effects of the wine industry in 
Hokkaido" " The development Policy of The 
Wine Industry in Hokkaido "等が主な研究
成果である。 
なお、地域応用一般均衡分の③数値計算・プ
ログラムの先行研究は終えている。「経済波
及効果の簡易分析ツール」の公開については、
普及が進んだため、中止した。 

表－３　経済主体別（純）受取･支払勘定項目の記号

０．全道経済 １．非金融 ２．金融機関

（単位：１００万円） 生産勘定 法人企業

項    目 記号 D F B

  （０）移輸入→ Em EmD

０.1  雇用者報酬 Ye YeD

０.2  生産・輸入品に課される税 Ti TiD

０.3  （控除）補助金 Sb SbD

０.4 (1) 営業余剰（純） Su SuD SuF SuB

０.4 (2) 混合所得（純） Mi MiD

１.1  財産所得 Pr PrF PrB

２.2  所得・富等に課される経常税 Tx TxF TxB

２.3&4  社会負担(-)・給付(+) Sw SwF SwB

２.5 その他の経常移転 Tr TrF TrB

３.2  年金基金年金準備金の変動 Rc RcB

３.3  最終消費支出 C CD

  （３）移輸出→ Ex ExD

３.4  貯蓄（純） Sv SvF SvB

所得支出勘定計 0 0

１.6  貯蓄（純） Sv -SvF -SvB

１.1  総固定資本形成 If IfD IfF IfB

１.2  （控除）固定資本減耗 Dp DpD DpF DpB

１.3  在庫品増加 Iv IvD IvF IvB

１.4  土地の購入（純） Ld

１.7  資本移転等(純) Tk TkF TkB

＊   統計上の不突合 St StD

１.5  純貸出(+)/純借入(-)/純土地購入 IS IsF IsB

合計／資本調達勘定実物取引計 0 0 0

２.8  純貸出/純借入(資金過不足) Ｆｂ -IsF -IsB

２.1  現金・預金 Mo

２.2  借入／貸出 BL

２.3  株式以外の証券 Bd

２.4  株式・出資金 Sk

２.5  金融派生商品 Ｆａ1

２.6  保険・年金準備金 Ｆａ2

２.7  その他の金融負債／資産 Ｆａ3

資本調達勘定・金融取引計 0 0

１次
所得
の
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３．一般政府 ４．家計・ ５．対家計民 ６．道外部門 ７．合計

個人企業 間非営利団体

G H N R Sum

EmR 0

YeH YeR 0

TiG 0

SbG 0

SuH 0

PrH 0

PrG PrH PrN PrR 0

TxG TxH TxN TxR 0

SwG SwH SwN SwR 0

TrG TrH TrN TrR 0

RcH 0

CG CH CN 0

ExR 0

SvG SvH SvN SvR 0

0 0 0 0 0

-SvG -SvH -SvN -SvR 0

IfG IfH IfN

DpG DpH DpN 0

IvG IvH 0

LdG

TkG TkH TkN

StR 0

IsG IsH IsN IsR 0

0 0 0 0 0

-IsB -IsH -IsN -IsR 0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0

TkR 0

 



勘定表データ・エディター 年度入力
↓

表－1　経済主体別受取･支払勘定表 2009 年・北海道
Ⅰ.所得・支出勘定表 ０．全道経済(生産勘定） １．非金融法人企業 ３．金融機関

項    目 受 取 支 払 受 取 支 払 受 取 支 払

  （０）移輸入→ 6,885,789

０.1  雇用者報酬 10,088,186

０.2  生産・輸入品に課される税 1,349,576

０.3  （控除）補助金 -333,160

０.4  営業余剰・混合所得（純） 2,788,029 1,034,164 -187,348

  （１）営業余剰（純） 1,679,285 1,034,164 -187,348

  （２）混合所得（純） 1,108,744

１.1  財産所得 415,107 874,910 1,111,805 634,034

  (1)利子 171,877 356,239 952,734 324,697

  (2)法人企業の分配所得 204,998 375,787 159,046 35,709

   (3)海外直接投資に関する再投資収益

  (4)保険契約者に帰属する財産所得 1,841 25 268,763

  (5)賃貸料 36,391 142,884 4,865

２.2  所得・富等に課される経常税 239,447 49,012

２.3  社会負担 126,652 89,590

２.4  現物社会移転以外の社会給付 126,652 120,455

２.5 その他の経常移転 142,223 34,690 187,553 188,097

３.2  年金基金年金準備金の変動 -30,865

３.3  最終消費支出 15,896,841

  （１）家計現実最終消費（個別） 13,936,086

  （２）政府現実最終消費（集合） 1,960,755

  （３）移輸出→ 5,333,511

３.4  貯蓄（純） 442,447 240,867

所得の使用勘定・受取計/支払計 1,718,146 1,718,146 1,201,600 1,201,600

１.6  貯蓄（純） 442,447 240,867

１.1  総固定資本形成 3,428,507 1,395,297 140,780

１.2  （控除）固定資本減耗 4,160,148 -1,971,599 -97,330

１.3  在庫品増加 -62,234 -56,033

１.4  土地の購入（純）

＊   統計上の不突合 341,943

１.7  資本移転等(純) 72,922 -13

１.5  純貸出(+)/純借入(-)/純土地購入 1,147,704 197,404

正味資産／資産の変動 24,938,568 24,938,568 515,369 515,369 240,854 240,854

２.8  純貸出/純借入(資金過不足) 総支出↑ ↑総生産 1,147,704 197,404

２.1  現金・預金

２.2  借入／貸出

２.3  株式以外の証券

２.4  株式・出資金

２.5  金融派生商品

２.6  保険・年金準備金

２.7  その他の金融負債／資産

金融負債/資産の変動 1,147,704 0 197,404 0
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（単位：１０億円）

４．一般政府 ５．家計・個人企業 ６.対家計民間非営利団体 ７．道外勘定 受取計 ＜２～７合計＞

受 取 支 払 受 取 支 払 受 取 支 払 受 取 支 払 支払計 受取計(R) 支払計(P)

6,885,789 0 6,885,789 6,885,789

10,093,567 5,381 0 10,093,567 10,093,567

1,349,576 0 1,349,576 1,349,576

-333,160 0 -333,160 -333,160

1,941,213 0 2,788,029 2,788,029

832,469 0 1,679,285 1,679,285

1,108,744 0 1,108,744 1,108,744

346,605 398,928 642,525 459,734 24,521 10,821 6,156 168,292 0 2,546,719 2,546,719

282,766 394,811 95,142 192,367 22,799 10,193 247,011 1,525,318 1,278,307

62,504 128,978 96 144,126 555,622 411,496

253,167 -253,167 0 253,167

46 266,768 83 0 268,763 268,763

1,289 4,117 151,637 14,200 1,543 628 24,166 190,860 166,694

1,072,392 806,748 -22,815 1,072,392 1,095,207

2,287,154 2,512,711 8,445 -870 2,511,841 2,512,711

3,181,430 3,463,895 34,533 825 3,463,895 3,463,070

7,449,292 3,880,292 615,173 723,604 235,490 1,268 23,685 3,802,605 22,860 8,653,416 8,630,556

-30,865 0 -30,865 -30,865

4,987,975 10,652,348 256,518 0 15,896,841 15,896,841

3,027,220 10,652,348 256,518 0 13,936,086 13,936,086

1,960,755 0 0 0 1,960,755 1,960,755

5,333,511 0 5,333,511 5,333,511

-276,766 1,570,363 -34,684 -2,394,159 451,932 0 -451,932

12,171,859 12,171,859 16,725,508 16,725,508 268,456 268,456 6,915,630 6,915,630 0 39,001,199 39,001,199

-276,766 1,570,363 -34,684 -2,394,159 -451,932 -451,932 0

1,250,741 606,368 35,321 0 0 3,428,507 3,428,507

-1,286,988 -724,945 -79,286 0 0 0 0

-6,201 0 0 -62,234 -62,234

438,354 -438,354 0 438,354

341,943 341,943 0

691,675 -33,364 13,104 744,324 744,324 0

12,802 1,661,777 22,385 -3,042,072 0 3,042,072

414,909 414,909 1,536,999 1,536,999 -21,580 -21,580 -2,394,159 -2,394,159 25,230,960 27,625,119

12,802 1,661,777 22,385 0 3,042,072 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

12,802 0 1,661,777 0 22,385 0 0 0 3,042,072 3,042,072 0 

1997年度
（単位：百万円）

家計
資産（Ａ） 負債（Ｌ）

A 現金・預金 23,204,700
家計
企業・政府等

B 資金運用部預託金
Ca 貸出
Cb うち 民間金融機関貸出

家計 5,910,301
企業・政府等

D 公的金融機関貸出
家計 2,419,397

企業・政府等
Da 株式以外の証券
Db うち 政府短期証券
Dc 国債・金融債・事業債 991,287
Dd 地方債
De
Df
Dg CP
Dh 投資信託受益証券 1,006,658
Di 信託受益権 1,055,706
Dj 債権流動化関連商品
E 株式・出資金 1,926,298
F 金融派生証券
G 保険・年金準備金
Ga うち 保険準備金 11,846,754
Gb 年金準備金 2,781,202
H 預け金等
I 企業間・貿易信用 149,385
J 対外債権等
K 資産負債差額 34,333,521
L 合計 42,812,605 42,812,605  
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